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労災保険は、労働者の業務災害または通勤災害に
よる負傷、あるいは疾病に対し、各種の保険給付
を行う。

特に療養については、早期治療、早期社会復帰を
目的とした医療給付を行っている。

このような労災保険制度の目的から、労災診療費
は原則として健康保険に準じた取扱いがなされる
と同時に、労働災害の実情に即した特有の診療費
算定基準も定められている。
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診療単価は、労災診療の特殊性を考慮し、

課税医療機関 １２円
非課税医療機関 １１円５０銭

注）非課税医療機関とは、
国、地方公共団体、日本赤十字社、社会福
祉法人などの法人等が開設する医療機関な
どです。
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労災診療費算定実務講座（令和２年改訂版） ２頁
以降、「テキスト」



２，０００円

労災指定医療機関等において、「療養
（補償）給付たる療養の給付請求書（様
式第５号又は第１６号の３）」を取り
扱った場合（再発を除く。）に算定する
ことができる。

なお、非指定医療機関においては算定で
きない。

Fukuoka Medical Association 4

テキスト ８頁



３，８２０円

労災保険の初診料は、支給事由となる災
害の発生につき算定できる。
したがって、すでに傷病の診療を継続
（当日を含む。以下同じ。）している期
間中に、当該診療を継続している医療機
関において、新たな業務及び通勤上の災
害による疾病等により初診を行った場合
は、初診料を算定できる。
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テキスト １０頁



ただし、医科診療報酬点数表の初診療の
注５のただし書に該当する場合について
は、１，９１０円を算定する。

健康保険で継続療養中に労災保険による
初診を行った場合、健康保険の再診日と
労災保険の初診日が同一日の場合につい
ても、新たに３，８２０円が算定できる。
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テキスト １０頁



同一傷病につき１回限り（初診時）
入 院：６，３００円 入院外：１，２５０円

初診の傷病労働者について救急医療を行っ
た場合に、上記金額を算定することができ
る。
ただし、入院については、初診に引き続き
入院している場合、７日間を限度に算定で
きる。
なお、健保点数表における「救急医療管理
加算」、「特定入院料」及び健保における
「保険外併用療養費（初診時自己負担
金）」とは重複算定できない。

Fukuoka Medical Association 7

テキスト １３頁

令和２年度改定



１，４００円

ただし、同一日に他の傷病について、別の診療
科を再診として受診した場合（健保点数表の再
診料注３に該当する場合）については、７００
円が算定できる。

また、時間外対応加算及び明細書発行体制等加
算に係る届出を行っている指定医療機関につい
ては、労災保険において再診が行われた場合に
おいても当該加算の算定が出来る。
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テキスト ２５頁



外来管理加算：５２点

１）健康保険において再診時に外来管理加算を
算定することができない処置等を行った場
合でも、その点数が外来管理加算の所定点
数５２点に満たない場合には、労災診療の
特例として外来管理加算を算定する。

２）外来管理加算の点数に満たない処置等が２
つ以上ある場合には最も低い点数に対して
外来管理加算を算定し、他の点数は外来管
理加算の点数に読み替えて算定することが
できる。
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テキスト ２９頁
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３）四肢の傷病に対する処置等の特例取扱いの適用
がある場合は、特例点数を基準に算定する。
（１．５倍又は２倍）

４）慢性疼痛疾患管理料を算定している場合でも、
慢性疼痛疾患管理料に包括される処置以外の処
置等を行った場合は、外来管理加算の特例が算
定できる。

５）四肢以外に行った創傷処置（１００㎠未満）を
行った場合に限り、従来どおり４５点として算
定し、外来管理加算の特例の取扱いの対象とす
る。
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テキスト ２９頁
３０頁



入院基本料は、入院の日から起算して２週間以内の期
間については、健保点数の１．３倍、それ以降につい
ては、健保点数の１.０１倍を算定することができる。

入院診療計画に関する基準を満たすことが入院基本料
等の算定要件の１つとなっているので、労災保険にお
いても、入院診療計画書を交付し、説明することが入
院基本料等の算定要件となる。
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テキスト ４０頁
４４頁

ただし、特別の事情があり、かつ、入院後７日以内
の場合は、その理由を診療費請求内訳書に記載するこ
とにより、入院診療計画書を交付し、説明することが
出来ない場合であっても入院基本料等を算定すること
ができる。



特別の事情とは…

①患者の急変などにより、他の医療機関へ転院また
は退院することとなったため、入院診療計画書を交
付して、説明することができなかった場合。

②患者が意識不明の状態にあり、家族等と直ちに連
絡を取ることができなかったため、入院診療計画書
を交付し、説明することができなかった場合。

③その他、上記に準ずると認められる場合。

健保点数表における「生活療養を受ける場合」の点
数については、適用しない。
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テキスト ４４頁
５９頁



算定要件について

①保険外併用療養費における特別の療養環
境の提供に関する基準を満たした病室で、
傷病労働者の容体が常時監視できるような
設備又は構造上の配慮がなされている個室、
２人部屋、３人部屋及び４人部屋に収容し
た場合。
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テキスト ５０頁



②傷病労働者が次の各号のいずれかに該当するものであること。

ア 症状が重篤であって、絶対安静を必要とし、医師

又は看護師が常時監視し、随時適切な措置を講ず

る必要があると認められるもの

イ 症状は必ずしも重篤ではないが、手術のため比較

的長期にわたり医師又は看護師の常時監視を要し、

随時適切な措置を講ずる必要があると認められる

もの

ウ 医師が、医学上他の患者から隔離しなければ適切な診

療ができないと認めたもの

エ 傷病労働者が赴いた病院又は診療所の普通室が満床で、

かつ、緊急に入院療養を必要とするもの※

※エの要件に該当する者については、初回入院日から７日を限
度とする。
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テキスト ５０頁



 算定額について

医療機関が当該病室に係る料金として表示している金額を算定可。
ただし、当該表示金額が以下の額を超える場合は以下の額となる。

（１日につき）

入院室料加算の地域区分の甲地とは、一般職の職員の給与に関す
る法律により支給区分が１級地から５級地とされる地域及び当該
地域に準じる地域をいい、乙地とは甲地以外の地域をいう。（甲
地については、福岡県では福岡市、春日市、福津市のみ。）
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テキスト ５０頁
５２頁

 特定入院料、重症者等療養環境特別加算、療養環境加算、療養
病棟療養環境改善加算及び診療所療養病床療養環境改善加算と
の重複算定はできない。

個 室 甲地 10,000円 乙地 9,000円

２人部屋 甲地 5,000円 乙地 4,500円

３人部屋 甲地 5,000円 乙地 4,500円

４人部屋 甲地 4,000円 乙地 3,600円



１０点（１日につき）

患者が緊急収容され病衣を有していな
いため、医療機関から病衣の貸与を受
けた場合、又は傷病の感染予防上の必
要性から医療機関が患者に病衣を貸与
した場合に算定できる。
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テキスト ５９頁

令和２年度改定



別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして
地方厚生局等に届け出て当該基準による食事療養を行う医
医療機関に入院している患者について、食事療養を行った
ときに、１日につき３食を限度として算定できる。

① ②以外の食事療養を行う場合

１食につき ７７０円

② 流動食のみを提供する場合

１食につき ６９０円
（流動食（市販されているものに限る。）のみを経管栄養
法により提供したときに算定できる。
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テキスト ６２頁



入院時食事療養（Ⅰ）を算定する医療機関以外の医療機関
に入院している患者について、食事療養を行ったときに、
１日につき３食を限度として算定できる。

① ②以外の食事療養を行う場合

１食につき ６１０円

② 流動食のみを提供する場合

１食につき ５５０円
（流動食（市販されているものに限る。）のみを経管栄養
法により提供したときに算定できる。
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テキスト ６２頁



９２０円

外来患者に対する再診の際に、療養上の食事、
日常生活動作、機能回復訓練及びメンタルヘル
スに関する指導を行った場合にその都度算定す
る。

※注：同一月において、健保点数表における特
定疾患療養管理料等及び、石綿疾患療養
管理料とは重複算定できない。
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テキスト ６６頁
６７頁
７２頁



Fukuoka Medical Association

月２回に限り ２２５点

石綿関連疾患（肺がん、中皮腫、良性石綿胸水、びまん
性胸膜肥厚に限る。）について、診療計画に基づく受診、
検査の指示又は服薬、運動、栄養、疼痛等の療養上の管
理を行った場合に算定することができる。

初診料を算定することができる日及び月においても算定
できるものであり、また、入院中の者においても算定で
きる。

当該管理料は、再診時療養指導管理料、健保点数表の特
定疾患療養管理料及びこれらと同月に重複算定できない
管理料・指導料とは同一月に重複算定できない。
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テキスト ７２頁



Fukuoka Medical Association

４５０点

石綿関連疾患の診断を行ったうえで、
傷病労働者に対する石綿ばく露に関す
る職歴の問診を実施し、業務による石
綿ばく露が疑われる場合に労災請求の
勧奨を行い、現に「療養補償給付たる
療養の給付請求書（様式第５号）」又
は「療養補償給付たる療養の費用請求
書（様式第７号（１）」が提出された
場合に１回に限り算定できる。

21

テキスト ７３頁



Fukuoka Medical Association

２００点

健保の診療情報提供料（Ⅰ）が算定される場合
であって、医師又は医師の指揮管理のもと理学
療法士又は作業療法士が作成した職場復帰に向
けた「労災リハビリテーション実施計画書」を
傷病労働者の同意を得て転院の際に添付した場
合に算定できる。

健保の診療情報提供料（Ⅰ）（２５０点）及び
診療情報提供料（Ⅰ）の注８の加算（２００
点）とは別に算定できる。
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テキスト ７４頁



Fukuoka Medical Association

精神疾患を主たる傷病とする場合
（月１回）

５６０点

その他の疾患の場合（月１回）
４２０点
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テキスト ７６頁

令和２年度改定



Fukuoka Medical Association

ア 傷病労働者（入院治療後通院療養を継
続しながら就労が可能と医師が認める
者又は入院治療を伴わず通院療養を２
ヶ月以上継続している者で就労が可能
と医師が認める者。
以下イからオについて同じ）に対し、
当該労働者の主治医又はその指示を受
けた看護職員等が、就労にあたっての
療養上及び就労上必要な指導事項を記
載した「指導管理箋」又はこれに準じ
た文書を当該労働者に交付し、職場復
帰のために必要な説明及び指導を行っ
た場合に算定できる。
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テキスト ７６頁



Fukuoka Medical Association

イ 傷病労働者の主治医が、当該労働者の同意を得て、
所属事業所の産業医（主治医が当該労働者の所属事
業場の産業医を兼ねている場合を除く）に対して文
書（指導管理箋等）をもって情報提供した場合。

ウ 傷病労働者の主治医又はその指示を受けた看護職員、
理学療法士、作業療法士若しくはソーシャルワー
カーが、当該労働者の同意を得て、当該医療機関等
に赴いた当該労働者の所属事業場の事業主と面談の
上、職場復帰のために必要な説明及び指導を行い、
診療録に当該指導内容の要点を記載した場合。

エ ア～ウの算定は、同一傷病労働者につき、それぞれ
４回を限度（頭頸部外傷症候群、頸肩腕症候群等の
慢性的な疾病を主病とする者で現に就労している者
については、医師が必要と認める期間。回数の制限
はない）
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テキスト ７６頁
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テキスト ７６頁

オ イ又はウを満たし、当該指導料を算定
している患者であり、かつ下記①～③
の要件を満たした場合、療養・就労両
立支援加算として１回につき６００点
を算定できる。

①事業主又は産業医から治療上望まし
い配慮等について助言を取得する。

②助言を踏まえて、医師が治療計画の
再評価を実施、必要に応じ治療計画の
変更を実施。

③患者に対し治療計画変更の必要性の
有無や具体的な内容等について説明。
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精神疾患を主たる傷病とする場合
（１日につき）

７７０点

その他の疾患の場合（１日につき）
５８０点
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テキスト ７９頁
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テキスト ７９頁

ア 入院期間が１ヶ月を超えると見込まれる者又
は入院治療を伴わず通院療養を２ヶ月以上継
続している者であって、就労が可能と医師が
認める傷病労働者が、職業復帰を予定してい
る事業場に対し、医師又は医師の指示を受け
た看護職員、理学療法士若しくは作業療法士
が、傷病労働者の同意を得て職場を訪問し、
当該職場の事業主に対して、職場復帰のため
に必要な指導を行い、診療録に当該指導内容
の要点を記載した場合に、当該入院中及び通
院中に合わせて３回（入院期間が継続して
６ヶ月を超えると見込まれる傷病労働者に
あっては、当該入院中及び退院後の通院中に
あわせて６回）に限り算定できる。



Fukuoka Medical Association

イ 医師、医師の指示を受けた看護職員、理
学療法士又は作業療法士（以下医師等）
のうち異なる職種の者２人以上が共同し
て訪問指導を行った場合、又は医師等が
ソーシャルワーカーと一緒に訪問指導を
行った場合は、３８０点を所定点数に加
算して算定できるものとする。（同一職
種の者２人以上が共同して訪問指導を
行った場合は加算できない。）
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テキスト ７９頁
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ウ 精神疾患を主たる傷病とする場合にあっては、医師等

に精神保健福祉士を含むものとする。

エ 訪問指導を実施した日と同一日又は訪問指導を行った

後１ヶ月以内に、医師等が傷病労働者のうち入院中の

者に対し、本人の同意を得て職業復帰を予定している

事業場において特殊な器具、設備を用いた作業を行う

職種への復職のための作業訓練又は事業場を目的地と

する通勤のための移動手段の獲得訓練を行い、診療録

に訪問指導日、訓練日、訓練時間及び内容の要点を記

載した場合は、訪問指導１回につき２回を限度に職業

復帰訪問訓練加算として１日につき４００点を所定点

数に加算できる。
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テキスト ７９頁
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テキスト ８０頁
８１頁

１３０点

ア ３か月以上の療養を行っている傷病労働者に
対して、治ゆが見込まれる時期及び治ゆ後におけ
る日常生活（就労を含む）上の注意事項等につい
て、医師が所定の様式に基づき指導を行い、診療
費請求内訳書の摘要欄に、指導年月日及び治ゆが
見込まれる時期を記載した場合に、同一傷病労働
者につき、１回に限り算定できる。

イ この指導は、「別紙様式６」の指導項目に基
づいて行い、算定にあたっては、「別紙様式６」
に必要事項を記載して診療録に添付する必要があ
る。

令和２年度改定
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テキスト ８５頁

２２５点

他の医療機関でコンピューター断層撮影を
実施したフィルムについて診断を行った場
合は、初診料を算定した日に限り、従来よ
り「Ｅ２０３ コンピューター断層診断」
を算定できるが、再診時についても、月１
回に限り算定できる。

※健保点数表「Ｅ２０３ コンピューター断層診
断４５０点」を初診時に算定した場合は算定不可。

令和２年度改定



健保点数表のリハビリテーションの「通則１」にかかわらず次の
点数で算定できる。
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テキスト １０８頁

（１単位） （Ⅰ） （Ⅱ） （Ⅲ）

心大血管疾患
リハビリテーション料

２５０点 １２５点

脳血管疾患等
リハビリテーション料

２５０点 ２００点 １００点

廃用症候群
リハビリテーション料

２５０点 ２００点 １００点

運 動 器
リハビリテーション料

１９０点 １８０点 ８5点

呼 吸 器
リハビリテーション料

１８０点 ８5点

下線点数は、健
保点数と相違し
ているので注意



入院中の傷病労働者に対し、訓練室以外の病棟等におい
て、早期歩行、ＡＤＬの自立等を目的とした疾患別リハ
ビリテーション料（Ⅰ）（運動器リハビリテーション料
（Ⅱ）を含む）を算定すべきリハビリテーションを行っ
た場合、又は医療機関外において、疾患別リハビリテー
ション料（Ⅰ）（運動器リハビリテーション料（Ⅱ）を
含まない）を算定できる訓練に関するリハビリテーショ
ンを行った場合に、１単位につき３０点を加算して算定
できる。

早期リハビリテーション加算が算定できる傷病労働者に
対し、初期加算とＡＤＬ加算が算定できるリハビリテー
ションを行った場合は、それぞれ所定点数を算定できる。
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テキスト １０８頁
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健保点数表の疾患別リハビリテーション料の各規定の注４、注５、
注６を適用しないこと、及びリハビリテーションの必要性及び効果
が認められるものについては、疾患別リハビリテーション料の各規
定の注１のただし書に拘わらず、健保点数表に定める標準的算定日
数を超えて算定できる。

労災保険では、標準的算定日数を超えて継続して疾患別リハビリ
テーションを行う場合は、傷病に拘わらず、診療費請求内訳書の摘
要欄に標準的算定日数を超えて行うべき医学的所見等を記載するこ
と。
※１ ただし、１月１３単位以内で継続して行う場合には記載

する必要はない。
※２ 労災リハビリテーション評価計画書を診療費請求内訳

書に添付して提出している場合には、診療費請求内訳
書の摘要欄に標準的算定日数を超えて行うべき医学的
所見等を記載する必要はない。
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(a)３部位又は３局所の取扱いについて

介達牽引、矯正固定、変形機械矯正術、消炎鎮痛等処置の
うち「マッサージ等の手技による療法」及び「器具等による
療法」、腰部又は胸部固定帯固定及び低出力レーザー照射を
同一日に行った場合は、一日につき、負傷にあっては受傷部
位ごとに３部位を限度とし、また、疾病にあっては３局所を
限度とし算定できる。

(b)湿布処置の取扱いについて

消炎鎮痛等処置のうち「湿布処置」については、１日につ
き所定点数（四肢加算の倍率が異なる部位ごとに算定し合
算する。）を算定できる。
なお、「湿布処置」と肛門処置を倍率が異なる部位に行っ
た場合は、倍率が異なる部位ごとに算定し合算できる。
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１１７頁
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テキスト １２２頁

＋

湿布処置 等

四肢加算の倍率ごとに算定合算

介達牽引・手技・器具等
合計２部位（局所）まで

又は 介達牽引・手技・器具等
合計３部位（局所）まで
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テキスト １２４頁

＋

リハビリ

介達牽引・手技・器具等
いずれか１部位（局所）

介達牽引・手技・器具等
合計３部位（局所）まで

又は
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四肢（鎖骨、肩甲骨及び股関節を含む）の
傷病に対し次の処置、リハビリテーション
及び手術を行った場合は健保点数の１.５
倍で算定できる。（四肢加算）
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テキスト ８８頁
１１０頁
１３８頁
２１４頁
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（処置）

四肢（鎖骨、肩甲骨及び股関節を含む）の傷病に対し、次のア、イ
に掲げる処置を行った場合、健保点数の１．５倍で算定可。

ア 創傷処置、熱傷処置、重度褥瘡処置、爪甲除去（麻
酔を要しないもの）、穿刺排膿後薬液注入、ドレー
ン法、皮膚科軟膏処置、関節穿刺、粘（滑）液嚢
穿刺注入、ガングリオン穿刺術、ガングリオン圧砕
法、消炎鎮痛等処置のうち「湿布処置」

イ 絆創膏固定術、鎖骨又は肋骨骨折固定術、皮膚科光
線療法、鋼線等による直達牽引（２日目以降）、介達牽
引、矯正固定、変形機械矯正術、消炎鎮痛等処置のうち
「マッサージ等の手技による療法」及び「器具等による
療法」、低出力レーザー照射
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テキスト ８８頁

手及び手の指の
傷病に行った場
合は、２．０倍
で算定可。
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四肢加算が適用される場合の「外来管理加算の特例」
の取扱いは、四肢加算後の特例点数を基準にする。

健保において処置面積を合算して算定する「創傷処
置」等については、四肢加算の倍率が異なる部位に行
う場合には、それぞれの倍率毎に処置面積を合算して
算定することができる。

「創傷処置」等を四肢加算の倍率が異なる範囲にまた
がって、連続して行う場合には、処置面積を合算して
該当する区分の所定点数に対し最も高い倍率で算定す
る。

※四肢の傷病に対する特例については、適用される項目も多く、誤りも
多く見受けられるため特に留意すること。
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テキスト ９０頁
９１頁
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テキスト １０８頁
１１０頁

（リハビリテーション料）

疾患別リハビリテーション料

→スライド「リハビリテーション料の特例①」

早期リハビリテーション加算、初期加算及
びＡＤＬ加算は四肢加算を算定することは
できない。
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（手術）

ア 創傷処理、皮膚切開術、デブリードマン

イ 筋骨格系、四肢・体幹の手術

ウ 神経、血管の手術

上記ア、イ、ウの手術を、四肢（鎖骨、肩甲骨及び股関
節を含む）の傷病に対し行った場合、健保点数に１．５
倍して算定できる。

手（手関節以下）及び手の指に係る場合は、健保点数に
２．０倍して算定できる。

※ただし、手の指の創傷処理（筋肉・臓器に達しないもの）及び
手の指の骨折非観血的整復術はのぞく（労災独自の点数あり）。
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指１本 ９４０点
指２本 １，４１０点
指３本 １，８８０点
指４本 ２，３５０点
指５本 ２，３５０点
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指１本 ２，８８０点
指２本 ４，３２０点
指３本 ５，７６０点
指４本 ７，２００点
指５本 ７，２００点
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テキスト １５２頁
１５４頁
１５５頁

手の指の創傷処理（筋肉・臓器に達しないもの）
及び手の指の骨折非観血的整復術については、健
保点数にかかわらず、労災独自の点数で算定する。

手の指の創傷処理（筋肉・臓器に達しないもの）
と手の指の骨折非観血的整復術は、第１指から第
５指まで（中手部、中手骨を含まない）を別の手
術野として取扱う。

ただし、手の指の創傷処理（筋肉に達するも
の）と手の指以外については健保点数を基礎とし
て算定する。



Fukuoka Medical Association

１９０点（１回に限り）

手（手関節以下）及び手の指の初期治療にお
ける機能回復指導加算として、当該部位につ
いて、下記の手術を行った場合１回に限り加
算できる。

①創傷処理、皮膚切開術、デブリードマン
②筋骨格系・四肢・体幹の手術
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２２０点

ア 大腿骨、下腿骨、上腿骨、前腕骨、手根骨、
中手骨、手の種子骨、指骨（基節骨、中節骨、
末節骨）、足根骨及び膝蓋骨の骨折観血的手術
又は骨折経皮的鋼線刺入固定術において、術中
透視装置を使用した場合に算定できる。

イ 脊椎の経皮的椎体形成術において、術中透視装
置を使用した場合に算定できる。

この加算に「四肢加算」は算定できない。
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９１点 同一傷病につき１回限り（初診時）

創面が異物の混入、付着等により汚染している創傷

の治療の前処置として、生理食塩水、蒸留水、ブラシ

等を用いて創面の汚染除去を行った場合に算定できる。

※１ 四肢の特例取扱いはない。

※２ 健保のデブリードマンとは重複算定できない。
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医師の診察に基づき、処置及び手術におい
て、頭部・頸部・躯幹及び四肢に固定用伸
縮性包帯の使用を必要と認めた場合に実費
相当額（購入価格を１０円で除して得た点
数）を算定できる。

※患部の固定のために使用した場合に限る。

※医師が必要と判断した場合は、固定用伸縮性包
帯と頸椎固定用シーネ、鎖骨固定帯及び膝・足関
節の創部固定帯を併せて算定可。
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テキスト １９４頁

医師の診察に基づき、頸椎固定用シーネ（ポリ
ネック等）、鎖骨固定帯（クラビクルバンド等）
及び膝・足関節の創部固定帯の使用が必要と認め
る場合に、実際に医療機関が購入した価格を１０
円で除して得た点数を算定できる。

健保点数表の腰部、胸部又は頸部固定帯加算が算
定できる場合、当該実費相当額が１７０点を超え
る場合は、当該実費相当額が算定でき、未満の場
合は１７０点を算定できる。
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通院療養中の傷病労働者に対して、皮膚瘻等に係る自
宅療養用の滅菌ガーゼ（絆創膏を含む）を支給した場
合に実費相当額（購入価格を１０円で除して得た点
数）を算定できる。

算定可能な対象者は、次の①及び②の要件を満たす者
①せき髄損傷等による重度の障害者のうち、尿路変更
による皮膚瘻を形成しているもの、尿路へカテーテ
ルを留置しているもの、又は、これらに類する創部
を有するもの（褥瘡については、ごく小さな範囲の
ものに限る。）。

②自宅等で頻繁にガーゼの交換を必要とするため、診
療担当医が投与の必要を認めたもの。

※支給できるガーゼは、診療担当医から直接処方・投与
を受けたものに限る。
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精神科職場復帰支援加算 週１回 ２００点

精神科を受診中の患者に、精神科ショート・ケ
ア、精神科デイ・ケア、精神科ナイト・ケア、
精神科デイ・ナイト・ケア、精神科作業療法、
通院集団精神療法を実施した場合であって、当
該プログラムに職場復帰支援のプログラムが含
まれている場合に算定できる。

請求に当たっては、当該プログラムの実施日及
び要点を診療費請求内訳書の摘要欄に記載する、
もしくは実施したプログラムの写しを添付する。
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（令和４年３月診療分まで） ５点

電子情報処理組織の使用による労災診療費
請求又は光ディスク等を用いた労災診療費
請求を行った場合、当該診療費請求内訳書
１件につき５点を算定できる。
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ご閲覧ありがとうございました。
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